
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

施策 1303 農地の保全と有効活用
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　※　補正予算要求時は今回の補正予算額を除く。
　※　次年度予算要求時は次年度繰越額を除く。

事業名 農業委員会活動事業 拡充 予算額
39,922 千円

35,525 ≫千円

事業期間 ～ 財
源
内
訳

国庫支出金 11,518 千円
県支出金 2,351 千円

根拠法令
要綱等

・農業委員会等に関する法律
・大村市官民データ活用推進計画

地方債 千円
その他 759

担当課 農業委員会事務局 課長 出口　孝

担当者 梶原　良太 問合せ先 0957-53-4111 内線352

千円
一般財源 25,294 千円

　

・現在の農家台帳システムは、職員が構築したものでセキュリティ上も限界で

あり、システムを入れ替え、業務を効率化する。icrosoftの新元号表記が

事業の目的

・農家台帳システムを入れ替え、操作性の向上を図る。

・農業委員及び最適化推進委員の業務を効率化し、最重点業務である農地

集積に効果を挙げる。元号表記が非対応

概要

・農水省は、担い手への農地集積面積を全農地面積の８割とすることを目標に

施策を進めているが実態との差が大きく、法改正し取組強化を求めたところであ

る。集落の地図作成（主管：農林水産振興課）に、現システムでは対応できな

い。

・全国農業会議が勧める「農地情報公開システム」は、まだ実務には使えない。

背景

現状は・・・

法律改正



事業概要シート

【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

R4
(計画)

職員(再任用含む)の時間外勤務時間 計画値 時間 1,625 1,550 1,385 970 970

指標名 単位
H30

(実績)
R1

(計画)
R2

(計画)
R3

(計画)

指標名 単位
H30

(実績)
R1

(計画)
R2

(計画)
R3

(計画)
R4

(計画)

計画値

76 76

計画値

担い手等への農地利用集積面積 計画値 ha 47.7 76 76

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 合計
39,902 208,091

国庫支出金 6,657 5,323 11,575 11,518 11,518 11,518 58,109
事業費 25,631 27,209 35,525 39,922 39,902

2,331 14,100
地方債 0

県支出金 2,358 2,398 2,331 2,351 2,331

759 4,561
一般財源 15,722 18,699 21,018 25,294 25,294 25,294 131,321
その他 894 789 601 759 759

31,239 185,044
職員(人) 3.70人 3.30人 3.80人 3.80人 3.80人 3.80人 22.20人
人件費 30,091 28,619 31,789 32,069 31,239

970h 6623h
嘱託員(人) 0.90人 1.10人 0.90人 0.90人 0.90人 0.90人 5.60人

時間外勤務(h) 760h 1293h 1245h 1385h 970h

効率性
(コスト)

　大量のデータを扱う業務を効率化することは、内部事務の軽減につながり、本来の事業達
成のため注力できる。また、現在紙ベースの農業委員及び最適化推進委員の業務を、ICT化
に対応できるよう改善していく。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 １次評価者意見のとおり

71,141 393,135

妥当性
(市の関与)

　内部事務の効率化や市の施策を進めための準備をすること（集落の地図作成など）に、市
の関与は妥当である。

有効性
(施策貢献度)

　農家台帳システムをバージョンアップすることで、事務処理能力が向上し、活動の主体で
ある農業委員及び農地利用最適化推進委員の資質向上を支援でき、施策の達成に貢献でき
る。

フルコスト 55,722 55,828 67,314 71,991 71,141


